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第１章　宮城県の環境施策の展開

第１章　宮城県の環境施策の展開

宮城県では、平成７年４月に、環境基本法制定
等の国内動向を踏まえ、良好な環境の保全及び創
造について、基本理念を定め、県、市町村、事業
者及び県民の責務を明らかにするとともに、良好
な環境の保全及び創造に関する施策の基本的な事
項を定めることにより、県民の健康で文化的な生
活の確保に寄与することを目的として、「環境基
本条例」を施行しました。平成９年３月には、同
条例の理念を具体化するため、県が環境施策を進
める上での総合的指針となる「宮城県環境基本計
画」を策定し、基本目標の達成に向けて各種施策
を進めました。平成１８年３月には、この計画の期
間が終了したことを受け、平成１８年度から平成２７
年度までの１０年間を計画期間とする、新たな環境
基本計画を策定しました。
環境基本計画は、良好な環境の保全及び創造に

関する総合的かつ長期的な目標並びに県の施策の
大綱を明らかにし、環境分野の個別計画に施策の
基本的方向性を与えるものであるとともに、目指
す将来像を明らかにし、地域社会を構成するすべ
ての主体と将来像に対する認識の共有化を図るも
のとしての役割を有したものであり、本県の環境
施策は同計画に沿って展開されています。
一方、平成９年３月に「環境影響評価条例」、平

成１４年７月には「宮城県自然エネルギー等・省エ
ネルギー促進条例」、さらには、平成１６年３月に
「産業廃棄物税条例」、同６月に「ふるさと宮城の
水循環保全条例」、平成１７年度には、「グリーン購
入促進条例」「産業廃棄物の適正化等に関する条
例」を制定し、順次施行するとともに、「“脱・二
酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」「循環型社会形成
推進計画」「宮城県自然エネルギー等の導入促進及
び省エネルギーの促進に関する基本的な計画」を
策定し、平成１８年度には、「宮城“グリーン”行動

促進計画」「宮城県自然環境保全基本方針」「宮城
県自動車交通環境負荷低減計画」「宮城県水循環保
全基本計画」を策定し、環境基本計画に沿った環
境分野の個別計画による総合的・計画的な施策の
展開を図っています。例えば、「宮城“グリーン”
行動促進計画」を推進していくため、平成１９年６
月に、県民や事業者の環境配慮行動の実践のきっ
かけづくりとして、｢みやぎe行動（eco do!）宣
言｣登録の運用を開始し、ホームページやみやぎ
出前講座等において普及に努めています。平成２０
年度末現在で、県民（一般・小学生・中学生）５，０１５
名、事業者１０２社が宣言登録されています。
また、平成２０年６月には、県民総ぐるみで地球

温暖化対策に向けた取組を一層加速させるため、
各業界団体や消費者団体など７４団体で構成する
『「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議』を設立し、
県民への普及・啓発や県民の自主的・積極的な取
組を推進しています。
さらに、近年、企業において、その行動原理の

中で環境に対する配慮を特に重要視するように
なってきていることを踏まえて、平成２０年１２月に
「環境影響評価条例施行規則」に定める、第二種事
業について改正し、企業の取組み姿勢を尊重し、
その面積要件を緩和するとともに、自然保護の観
点から環境保全に配慮すべき地域に対し、環境影
響評価を義務付けることとしました。
一方、県自らの環境への負荷削減に向けた率先

的取組としては、宮城県環境保全率先実行計画と
して、平成１８年３月に第３期計画を策定し、第２
期計画期間中に構築した環境マネジメントシステ
ムの定着とその運用に努めています。また、毎年
度、環境物品等調達方針を策定し、環境負荷の少
ない物品購入（グリーン購入）等に取り組んでい
ます。

第１部　総　　説
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第１部　総　　説

第２章　環境基本計画の進捗状況

第１節　環境基本計画施策体系

将 来 像

基 本 的 戦 略

将来像実現の
た め の 政 策

［　　　　　　］

［　　　　　　］

人と自然が共生する豊かで美しい県土

“グリーン”な地域社会構築に向けての行動プログラム
①地域環境力の向上　　②“グリーン”な経済システムへの加速

地球環境保
全への貢献

①地域からの
地球温暖化
対策の推進

②資源循環型
社会の形成

③豊かな自然
環境の保全

④環境負荷の
少ない交通の推進

⑤健全な
水循環の確保

資源循環型
社会の形成

安全で良好な
生活環境の確保

自然環境の保全とやすらぎや潤いの
ある身近な環境の保全及び創造

持続可能な社会の実現に向けて
すべての主体が行動する地域社会

地球環境保全への貢献

資源循環型社会の形成

安全で良好な生活環境の確保

自然環境の保全とやすらぎや潤い
のある身近な環境の保全及び創造

地域からの地球温暖化対策の推進

オゾン層保護対策の推進

国際的な環境協力等の推進

地域からの資源循環型社会の形成促進

一般廃棄物の３Ｒの推進

産業廃棄物の３Ｒの推進

廃棄物の適正な処理の推進

健全な生態系の保全及び生態系ネットワークの形成

生物多様性の保全及び自然環境の再生

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり

やすらぎや潤いのある生活空間の創造

大気環境の保全

水環境の保全

土壌環境及び地盤環境の保全

地域における生活環境の保全

化学物質による環境リスクの低減

１　環境基本計画が目指す将来像と将来像実現のための戦略

２　将来像実現のための政策と施策項目
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第２章　環境基本計画の進捗状況

第２節　環境基本計画の進捗状況の点検評価

１　環境基本計画の基本的事項
①　計画の役割等
環境基本計画は、環境基本条例により、良好な

環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な
目標並びに県の施策の大綱を定めるものであり、
目指す将来像を明らかにし、地域社会を構築する
すべての主体と将来像に対する認識の共有化を図
るものとして、平成１８年３月に策定されていま
す。

また、基本計画は、「地球温暖化地域推進計画」
や「循環型社会形成推進計画」といった環境分野
の個別計画に基本的方向性を与えるものとして策
定されており、地球温暖化対策、資源循環型社会
形成などの個々の分野の具体的な目標や施策は、
これらの個別計画において定めることになり、各
個別計画は、基本計画の実施計画となるもので
す。

②　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

③　施策の基本的戦略
将来像を実現するために、｢グリーンな地域社

会構築に向けての行動促進プログラム｣、｢各分野
に関する重点プログラム｣を基本的戦略として掲
げ、プログラムの分野ごとに個別計画を策定し、

具体の目標や施策を定め、主要な課題に適切に対
処するための施策を総合的・計画的に推進するも
のです。

２　平成２０年度において講じた施策
①　グリーンな地域社会構築に向けての行動促進
プログラム
県民や事業者がそれぞれの立場で環境に配慮し

た行動を実践するきっかけづくりとする　｢みや
ぎｅ行動（eco do!）宣言｣の取組項目を見直すと
ともに、民間事業者との協働により、この施策と
連携した環境配慮型金融商品が取り扱われ、普及
の大きな弾みとなりました。

②　各分野に関する重点プログラム
地球温暖化対策の分野では、県民運動を全県的

に展開するため、平成２０年６月に『「ダメだっちゃ
温暖化」宮城県民会議』を設立しました。
資源循環型社会形成の分野では、「発生抑制」に

関する取組として、「みやぎレジ袋使用削減取組
協定」を締結し、住民・小売業者・行政の協働に
よるレジ袋の使用削減に向けた取組に着手したほ
か、廃棄物の不適正処理の未然防止の強化に向け
て、事業者に対する講習会や財務状況の把握等指

個　　別　　計　　画基　　本　　的　　戦　　略
○宮城“グリーン”行動促進計画グリーンな地域社会構築に向けての行動促進プログラム

各分野に関する重点プログラム 

○“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画
○宮城県自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの
　促進に関する基本的な計画

地域からの地球温暖化対策の推進 

○宮城県循環型社会形成推進計画資源循環型社会の形成
○宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画豊かな自然環境の保全
○宮城県自動車交通環境負荷低減計画環境負荷の少ない交通の推進
○宮城県水循環保全基本計画及び流域水循環計画健全な水循環の確保

○　環境の将来像＝「人と自然が共生する豊かで美しい県土」
○　社会の将来像＝「持続可能な社会の実現に向けてすべての主体が行動する地域社会」

計画の目指す将来像

１　総合的評価
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第１部　総　　説

導強化事業を実施しました。
また、自然環境保全の分野では、ボランティア

による里山林や森林公園の整備、野生生物の保護
から野生復帰までの一貫した救護システムの推
進、伊豆沼・内沼自然再生全体構想案の策定等を
行いました。
さらに、自動車交通の環境負荷低減の分野で

は、エコドライブに関する普及啓発等を実施した
ほか、健全な水循環の確保の分野では、流域別計
画として鳴瀬川流域水循環計画を策定しました。

３　平成２０年度における点検評価結果
各個別計画では、計画の目標を実現するため、
各種指標による目標値を設定し、毎年度、施策の
進捗状況の点検評価を行うこととしており、「当

該年度において達成すべき目標値等」に対する「指
標の現況値」の状況を示す「達成度」により、平
成20年度の評価を行いました。
ここで、「当該年度において達成すべき目標値

等」は、各年度ごとの達成目標値を設定していな
い場合においてもその進ちょくを確認していくた
め、各計画策定時現況値と目標年度の目標値との
変化量を、期間内で均等に配分した場合の目安と
して算出したものです。
その結果、「宮城県自然エネルギー等の導入促進

及び省エネルギーの促進に関する基本的な計画」
及び｢宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画｣
を除く５計画については、測定評価可能な直近年
度において、管理指標の目標を達成できませんで
した。

今日の環境問題に対しては、解決すべき課題に
対応した多様な施策や手段の適切な活用ととも
に、最適な組み合わせを行い、関連施策を有機的
に展開することが重要です。
特に、二酸化炭素排出量の増加は、日常の生活、

通常の事業活動におけるエネルギーの使用等に起
因するものであり、すべての主体の行動の中に環

境への配慮が織り込まれ、継続的に環境保全への
取組の改善を図っていく仕組みの構築に向けた施
策展開が重要となるため、県内各界各層の広範な
活動の促進につながるよう、『｢ダメだっちゃ温暖
化｣宮城県民会議』を活かし、誰もが主体となる県
民運動を展開することとしています。

４　平成20年度における点検評価を踏まえた課題と今後の施策展開の方向性

▼　各個別計画の管理指標の目標値及び現況
達成
状況

達成度
（%)

当該年度に達成
すべき目標値等現況値目標値管　理　指　標計　　画　　名番号

×98.1 0.540.53
（H19）

0.61
（H22）

二酸化炭素排出量当たりの生産性
（百万円/千ｔ-CO2）宮城“グリーン”行動促進計

画１
○115.2 24.328.0

（H19）
27.7
（H22）

廃棄物の最終処分量当たりの生産性
（百万円/千ｔ）

×79.8 8.3710.07
（H17）

7.88
（H22）

県民１人当たり温室効果ガス年間
排出量（ｔ－CO2）

“脱・二酸化炭素”連邦みや
ぎ推進計画２

○109.9 626.4688.4
（H20）

714
（H22）

県内における自然エネルギー等の
導入量（原油換算　千ｋｌ）

宮城県自然エネルギー等の導
入促進及び省エネルギーの促
進に関する基本的な計画

３

○103.8 1,0471,007
（H19）

1,000
（H22）

1人1日当たりごみ排出量
（ｇ/人・日）

宮城県循環型社会形成
推進計画４

×96.4 24.924.0
（H19）

30
（H22）一般廃棄物リサイクル率（％）

○100.0 13.313.3
（H19）

12
（H22）一般廃棄物最終処分率（％）

○106.8 11,98911,172
（H19）

11,971
（H22）産業廃棄物排出量（千ｔ/年）

×97.4 30.729.9
（H19）

31
（H22）産業廃棄物リサイクル率（％）

○113.6 2.21.9
（H19）

2
（H22）産業廃棄物最終処分率（％）

○100.0 2626
（H20）26

豊かな自然環境の保護・保全を目的
とした指定地域の県土面積に占める
割合（％）

宮城県自然環境保全基本方針
及び関連計画５

○125.0 7290
（H20）

100
（H27）

二酸化窒素の沿道における
環境基準下限値達成率（％）

宮城県自動車交通環境負荷
低減計画６

○264.6 37.8100
（H20）

100
（H27）

浮遊粒子状物質の沿道における
環境基準達成率（％）

×98.9 90.689.6
（H20）

100
（H27）

自動車交通騒音の道路に面する地域
の環境基準達成率（％）

○473.3 314.2
（H20）

10以上
（H27）

自動車からの二酸化炭素排出量の
平成17年度からの削減量（％）

×96.0 7.57.2
（H20）7.5清らかな流れ（点）

宮城県水循環保全基本計画
及び流域水循環計画７

－－7.6－7.6豊かな流れ（点）

○101.6 6.46.5
（H20）6.4安全な流れ（点）

－－6.5－6.5豊かな生態系（点）
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
ア　地球温暖化対策、循環型社会の構築、自然環
境保全などの環境分野全体を｢行動促進｣という
観点で捉えた計画で、環境配慮行動の促進に関
する環境基本計画の実施計画として位置付けら
れています。

イ　県民・事業者等すべての主体の、環境を考え
た行動を促進するための目標を掲げるととも
に、その手段としての県の施策を体系的に整理
し、目標達成までの道筋を示すものです。

②　施策展開の考え方
持続可能な地域社会の構築のために必要な様々

な行動について、一人一人の個別の行動促進の対
策を講じるだけでなく、快適さを損なわずに環境
配慮行動（環境負荷の低減）ができるよう、行動
の基盤となる社会・経済の変革（地域環境力の向
上※１、グリーンな経済システムへの加速※２）を目
指すものです。

③　計画期間
平成18年度から平成22年度まで

２　平成２０年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
｢豊かさを高めつつ、一人一人の行動により県

内の環境負荷量を減らす｣ことを目標に｢二酸化炭
素排出量当たりの生産性指標｣と｢廃棄物の最終処
分量当たりの生産性指標｣といった環境効率性指
標を用いた数値目標を設定し、平成２２年度まで
に、二酸化炭素排出量当たりの生産性を０．６１（百
万円/t-CO2）、廃棄物の最終処分量当たりの生産
性を２７．７（百万円/t）としています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成19年度の「県内総生産額（実質）」「（県内）

石油製品販売実績」「（県内）総需要電力販売実績」
「一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分量実績」
に基づく指標値は次のとおりでした。
○二酸化炭素排出量当たりの生産性指標
　＝0.53（百万円/t-CO2）
○廃棄物の最終処分量当たりの生産性指標
　＝28.0（百万円/t）
  ｢二酸化炭素排出量当たりの生産性｣は、石油

製品販売量が引続き減少しているものの、電力需
要量が相変わらず増加傾向の一途をたどっている
こと、県民総生産額の減少等により、前年度と横
ばいの足踏み状態となりました。
一方、｢廃棄物の最終処分量当たりの生産性｣は

順調に向上し、計画目標年度の目標値に達する結
果となっています。
③　平成２０年度に講じた施策
ア　地域環境力の向上を目指した取組
煙環境配慮行動への支援として、平成１９年６月
から｢みやぎｅ行動（eco do!）宣言｣登録を開

～宮城“グリーン”行動促進計画～

２　“グリーン”な地域社会構築に向けての行動促進プログラム

■二酸化炭素排出量及び排出量当たりの生産性の推移
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■廃棄物最終処分量及び最終処分量当たりの生産性の推移
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※１　地域環境力：地域における各主体のより良い環境、
より良い地域を創っていこうとする
意識・能力の高まり

※２　グリーンな経済システム：環境配慮製品や環境配慮
経営を行っている事業者が市場にお
いて適切に評価されること
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第１部　総　　説

始していますが、平成１９年度に改訂した「県
民環境配慮行動指針」及び「事業者のための
環境配慮行動指針」に合わせ、取組項目の見
直しを行いました。

　煙各市町村において環境政策を担う担当者向け
に、先進取組事例の紹介等も含めた研修会を
実施しました。

　煙従前の｢環境保全活動アドバイザー｣制度を見
直し、より体系的に広い分野を網羅できるよ
う、「環境教育リーダー｣制度に組み替え、環
境教育の普及・支援を行いました。

イ　グリーンな経済システムへの加速を目指した
取組

　煙環境に配慮した農産物の認証・農業者の認定
では、県内農業者の意識の高まり等を反映
し、平成２０年度末で認定者は９，０００人を越え、
また、JAS有機栽培農産物面積及び特別栽培
農産物面積も平成１８年度に比べ２割の増加が
見られました。

　煙県の施策と連携した取組として、七十七銀行
において「みやぎｅ行動（eco do!）宣言」と
連動させた環境配慮型金融商品『＜七十七＞
ｅ定期預金』の取扱がなされ、取扱金額の一
部が県内の環境保全活動団体に寄付されるな
ど、民間事業者との協働が実現しました。

④　平成２０年度点検評価を踏まえた課題
計画の管理指標のうち「廃棄物の最終処分量当

たりの生産性」については、計画の最終年度の目
標値に達する結果となり、その水準の維持と一層
の向上を図っていく必要があります。
「二酸化炭素排出量当たりの生産性」について
は、前年度横ばいに止まっており、当該年度に達成
すべき目標値は達成されませんでした。その要因
をみると、石油製品販売量は引続き減少していま
すが、電力使用量自体は依然として増加を辿り、そ
の勾配も鈍化が見られない状況にあります。
管理指標値は、県民総生産額とのバランスによ

り算出されるものですが、廃棄物の最終処分量同
様、石油製品や電力の使用量を抑制し、二酸化炭

素排出量を削減することが求められており、大き
な施策や身近な施策を含め、関連施策のより一層
の効果的な推進が必要です。

⑤　今後の施策展開の方向性
地域環境力を向上させるためには、各主体が積

極的に環境配慮行動を実践するとともに、普通と
なる時流を形成し、地域社会の中で環境保全活動
が展開されることが必要です。
また、グリーンな経済システムへの転換を加速

するためには、環境保全技術の開発を促進し、日
常生活や事業活動に伴う環境負荷のレベルを減ら
すほか、事業者の環境配慮経営を促進することも
必要です。
そこで、本計画では、基本目標の達成に向け、計

画期間内に重点的に達成すべき目標を掲げてお
り、この中で県民の環境配慮行動宣言数について
は、目標を４，０００人から６，０００人に上方修正し、より
一層の推進を図ることとしました。
さらに、直接具体的に関連する各個別事業レベ

ルだけでなく、緩やかな関連性を有する事業や地
域づくり等も含め、様々な側面からの積極的な事
業展開を図ります。

<重点目標> 

目標（H２２）現況値項　　　　　　　目
  ６，０００５，０１５（H２０） 県民の環境配慮行動宣言数(※３) 

     ５００   ４７９（H２０） 事業所の環境マネジメントシステム構築数

※３　県民の環境配慮行動宣言：環境に配慮した行動の実践について、取組内容を県の環境情報ポータルサイト
「みやぎの環境情報館」上で宣言・公表し、継続的な実践活動のきっかけとする
もの(平成１９年度から運用開始)。

燃
料
油
販
売
量
（
千
ｋ
Ｌ
）
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3,000

3,500

4,000
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5,000
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電
気
需
要
量
（
千
ｋ
ｗ
ｈ
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4,000,000
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5,000,000
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6,000,000
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年度

電灯

電力のうち
一般電力
電力のうち
大口電力
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
地域レベルから地球温暖化対策を積極的に推進

するため、“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ構想（個々
の家庭や事業所等における地球温暖化防止活動や
各地域における共同の取組を全県的に波及させ、
地球温暖化防止に向けた取組を県民運動にしよう
という考え）を具体化し、宮城県としての温室効
果ガス削減目標、県民・事業者・行政の各主体に
求められる役割・責務等を明らかにするとともに、
“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ形成に向けた県の推
進方策等を示したものです。
②　施策展開の考え方
以下の４つを重点的に推進する地球温暖化対策

として各種施策を実施します。
ア　脱・二酸化炭素連邦みやぎ形成事業

民生、運輸部門の多くの中小事業者が集中す
る温泉街・商店街・流通工業団地の特定の地域
を対象に、二酸化炭素排出量診断、削減策提案
及び取組実施をモデル事業として行い、その成
果を他に波及させることで地域からの二酸化炭
素排出削減に向けた取組を促します。

イ　自然エネルギー等の導入・省エネルギー促進
「宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進
条例」（平成１４年宮城県条例第４１号）及び「自然
エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促
進に関する基本的な計画」（平成１７年９月策定）
に基づき、自然エネルギーの着実な導入や省エ
ネルギーの促進によって化石燃料由来エネル
ギー消費を抑制し、二酸化炭素排出削減を目指
します。

ウ　環境教育・学習の支援
環境教育・学習を通じ、県民の中での地球温

暖化に対する問題意識の共有とその防止に向け
た行動促進を図ります。

エ　二酸化炭素吸収源対策
二酸化炭素吸収源としての役割を担える、健

全で活力ある多様な森林整備を推進します。
③　計画期間
平成１６年度から平成２２年度まで

２　平成２０年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
｢温室効果ガスの削減」を目標とし、「県民1人当

たり温室効果ガス年間排出量」について数値目標
を設定し、平成22年度までに、温室効果ガス排出
量を二酸化炭素換算で7.88tに低減することとし
ています。
なお、目標値については、計画策定時から使用

してきた統計データの中に終了等により使用不可
能となったものが複数生じ、平成20年度に代替統
計データに置き換えて遡って算定し直したため、
計画策定当初公表の数値と差異が生じる結果と
なっています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成１７年度の温室効果ガスの排出量は、１０．０７t

となっており、計画策定時の現況値（平成12年度
の排出量）９．６１tを上回っているほか、計画目標年
度（平成22年度）の７．８８tをも大幅に上回っていま
す。

～ “脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画～

３　地域からの地球温暖化対策の推進

8.078.07
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■県民1人当たり温室効果ガス排出量の推移
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第１部　総　　説

③　平成２０年度に講じた施策
ア　脱・二酸化炭素連邦みやぎ形成事業関連の取
組
平成２０年６月に、「ダメだっちゃ温暖化」の標

語を掲げた県民運動を全県的に展開するため、
県内の業界団体や消費者団体、教育関係機関、
市町村、県等を構成機関とする『「ダメだっちゃ
温暖化」宮城県民会議』を設立しました。
また、この県民会議の活動として、普及啓発

イベントを開催しました。
イ　宮城県地球温暖化対策地域協議会

地球温暖化対策の全県的な連絡・協議組織と
して設立された「宮城県地球温暖化対策地域協
議会」の運営を行い、市町村の普及啓発イベン
トや地球温暖化防止活動推進員の取組を支援し
ました。

ウ　自然エネルギー等・省エネルギー促進関連の取組
自然エネルギー等の導入促進及び省エネル
ギーの促進に関する基本的な計画に基づき、関
連施策について取組を行いました。

エ　環境教育・学習の支援関連の取組
ストップ温暖化センターや地球温暖化防止活
動推進員との連携や活動支援を行なうととも
に、こどもエコクラブ活動支援を行った他、県
内の多数の企業等の参加によるクールビズキャ
ンペーン「仙台・みやぎクールビズ宣言」等を
実施しました。

④　平成２０年度点検評価を踏まえた課題
本県における温室効果ガス排出量は引き続き増

加傾向にあり、二酸化炭素排出量が多い産業・運
輸部門、増加が著しい民生業務・民生家庭部門に
おける対策が急務となっています。
二酸化炭素の排出は、県民の日常生活、通常の

事業活動におけるエネルギーの使用等に起因する
ものであり、県民、事業者等の行動に環境配慮が
織り込まれるよう、効果的な対策を一体的に講じ
る必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」は、
京都議定書及び地球温暖化対策推進大綱に対応し
た計画ですが、京都議定書目標達成計画が改定さ
れたところであり、｢“脱・二酸化炭素”連邦みや
ぎ推進計画｣を見直す必要があります。
今後は、温室効果ガス排出量削減に向けて、県

民・事業者・市町村等の各主体との連携協力によ
り『｢ダメだっちゃ温暖化｣宮城県民会議』のもと、
地球温暖化対策の方向性などに関する認識の共有
化を図り各種対策に取り組むほか、温室効果ガス
排出量削減による事業活動や県民生活への利点の
明示、補助制度等のインセンティブも検討しなが
ら、県内各界各層の広範な活動の促進につながる
よう、県民運動を展開していきます。

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
ア　宮城県環境基本計画の地球環境保全及び「脱・
二酸化炭素」連邦みやぎ推進計画の重点的推進
対策である新エネルギー導入促進と省エネルギー
促進の実施計画として位置付けられています。

イ　自然エネルギー等の導入促進及び省エネル
ギーの促進の必要性と可能性を示すことで、県
民、事業者等の自主的な行動を促進するととも
に、総合的かつ長期的な目標を掲げ、その実現
に向けた県の施策の大綱及び重点事項の着実な
推進を図ります。

②　施策展開の考え方
本県における将来のエネルギー消費量の推計や

京都議定書目標達成に向けた民生・産業・運輸各

部門での施策、事業者としての県の率先的な取組
等を体系的に整理し、次の施策を重点プロジェク
トと位置付け、展開します。
ア　住宅の省エネルギー促進プロジェクト
イ　「脱・二酸化炭素」連邦みやぎ形成事業
ウ　クリーンエネルギー自動車導入促進プロジェ
クト

エ　再生可能エネルギー促進プロジェクト
③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２０年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
化石燃料に由来するエネルギー消費量の削減に

当たっては、各目標年において、削減必要量の

～　自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関する基本的な計画　～
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第２章　環境基本計画の進捗状況

10％以上を自然エネルギー等の導入により達成
し、併せて省エネルギーの促進により削減目標量
の達成を目指しています。具体的には、原油換算
での自然エネルギー等の導入量として、平成22年
度では７１４．０千kl、平成27年度には８３４．３千klを目
標としています。

②　数値目標に係る指標値の状況
平成２０年度での自然エネルギー等導入量（推計）

をみると、原油換算で６８８．４千klとなっています。
現在は、製紙工場・製材工場等での木質系バイオ
マスの発電等への利用や、県内各地でのBDF利活
用が活発化しており、計画に掲げた自然エネル
ギー等の種類のうち、バイオマスエネルギーの導
入が先行している状況にあります。

③　平成２０年度に講じた施策
ア　住宅の省エネルギー促進プロジェクト
「住まいの省エネセミナー」を開催したとこ
ろ、152名の参加がありました。
また、「省エネからみる賢いマンション選び」

のパンフレットを作成し、県民に普及・啓発を
行いました。

イ　｢脱・二酸化炭素｣連邦みやぎ形成事業
地球温暖化対策の全県的な連絡・協議組織と

して設立された「宮城県地球温暖化対策地域協
議会」のもとに、市町村の普及啓発イベントや地球
温暖化防止活動推進員の取組を支援しました。

ウ　県有施設へのESCO事業導入
宮城県環境保全率先実行計画（第3期）の中で、
計画的な導入を図ることとしているESCO事業
について、最初の導入施設である県立がんセン
ターについてESCO事業に関する契約を締結
し、次年度からのサービス開始に向けた準備を
行ったほか、２番目の導入施設として東北歴史
博物館についてのESCO事業提案募集を行い、
関係部局及び学識経験者で審査の上、ESCO事
業者を選定しました。

エ　表彰の実施
宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進
条例に基づき、平成２０年度宮城県自然エネル
ギー等・省エネルギー大賞の公募・審査を行い、
自然エネルギー等の先進的な導入を行った個
人・団体を表彰しました。

④　平成２０年度点検評価を踏まえた課題
自然エネルギー等導入量の平成20年度目標のう

ち、バイオマス発電施設数については目標を達成

できませんでしたが、発電に限らなければ、バイ
オマスエネルギーの導入は他の分野より進んでお
り、計画上問題はないと思われます。
計画で大幅な導入量拡大を掲げている分野のう

ち、太陽光・熱とクリーンエネルギー自動車につい
ては目標に対し低調になっています。また、燃料電
池については、県内でも設置事例はあるものの、本
格的普及には至っていない状況にあります。
⑤　今後の施策展開の方向性
太陽光発電設備の導入が伸びない大きな要因と

して、県・国とも平成17年度で設置に対する補助
金を廃止したことと、設置費用の低廉化が進まな
いことが挙げられます。
この事情を踏まえて、平成20年度中途から国の

補助金交付が実施されており、平成21年度には県
も補助金を開始したことから、今後の普及拡大が
期待されます。太陽熱利用設備についても普及に
向け県民への啓発に努めていくことが必要です。
クリーンエネルギー自動車の導入の阻害要因と

しては、導入コストが高いことが挙げられてきま
したが、低廉な価格のクリーンエネルギー自動車
が登場し、平成21年度は国の税制優遇や補助金に
加え、県でも補助事業を開始したことから、普及
に弾みがつくものと期待されます。
なお、燃料電池については、平成21年度から家

庭用の販売が始まるなど本格的な普及に向けて市
場が動き出しており、国・県も補助金を出すこと
としていることもあり、今後は、イベント等を通
じた機器紹介など、県民への普及啓発に力を入れ
ていきます。

H17年度
実績

H18年度
実績

H19年度
実績

H20年度
推計

H22年度
目標

H27年度
目標

0

200

400

600

800

1,000
原油換算（千ｋl）

■自然エネルギー等導入の目標及び実績

478.2
565.7

626.5
688.4 714.0

834.3
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第１部　総　　説

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
循環型社会形成推進基本法に基づく地域におけ

る循環型社会形成推進基本計画及び廃棄物処理法
に基づく都道府県廃棄物処理計画として策定した
計画で、環境基本計画の個別計画としての性格を
有しているとともに、各市町村の一般廃棄物処理
計画と調和を図りながら、その区域を超えた広域
的事項や技術的知見を含めた県全体の廃棄物対策
の基本計画としても位置付けられています。
②　施策展開の考え方
｢循環型社会の形成～意識から行動へ～｣を基本

理念として、社会を構成するすべての主体の意識
を具体的な行動へつなげるとともに、行動を妨げ
ている社会的な要因を克服するための基盤整備、

課題の大きい廃棄物等に係る個別対策が必要であ
ることから、「すべての主体の行動の促進」、「循環
型社会を支える基盤の充実」、「循環資源（廃棄物
等）の３Ｒの推進」を基本方針に掲げ、さらに廃
棄物の適正処理の推進も含めた施策を展開してい
くこととしています。
③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで
（中間目標年度：平成２２年度）

２　平成２０年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
循環型社会形成の状況を表す指標及び計画の中

間目標年度である平成22年度の基本目標値を次の
とおり定めています。

１，０００g／人・日一人１日当たりごみ排出量 
３０％リサイクル率
１２％最終処分率      

１１，９７１千t／年 排出量 
３１％ リサイクル率
２％ 最終処分率

～宮城県循環型社会形成推進計画～

４　資源循環型社会の形成

○一般廃棄物
実績値年度の目標値
１，００７１，０４７一人１日当たりごみ排出量（g／人・日）
２４．０２４．９リサイクル率（％）
１３．３１３．３最終処分率（％）

（注１）ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋自家処理量
（注２）平成17年度から、事業者による直接リサイクル量を含めて算定している。

（ｇ/人・日）
■１人１日当たりのごみ排出量（注1）

1,104

1,065
1,050

1,007

H16 H17 H18 H19（年度）
1,000

1,050

1,100

1,150

○一般廃棄物

○産業廃棄物

②　数値目標に係る指標値の状況
基本目標に係る平成１９年度の指標値は下記のと

おりであり、計画策定時の現況値（H１６）と比較
してすべての指標値が向上しています。

（%）
■最終処分率

H16 H17 H18 H19
13.0

14.0

13.5

14.5

14.0

13.2
13.3 13.3

（年度）

（%）
■リサイクル率（注２）

19.5

23.9 24.3 24.0

H16 H17 H18 H19
15.0

20.0

25.0

（年度）
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第２章　環境基本計画の進捗状況

③　平成２０年度に講じた施策
ア　県民・事業者の廃棄物の３Ｒに対する意識の
醸成を図るため、啓発活動や環境教育を実施し
ました。

イ　県内企業の３Ｒの取組を推進するため「資源
循環コーディネーター」による企業訪問活動を
行いました。

ウ　グリーン購入促進条例に基づき「宮城県グ
リーン製品」の認定を行い、その利用拡大を促
進しました。

エ　産業廃棄物税を活用して、産業廃棄物の３Ｒ
を促進するための設備整備に対する費用助成や
事業者が連携してリサイクルの仕組みを構築す
るための費用助成を行いました。

オ　廃棄物の適正処理の推進を図るため、排出事
業者・処理業者に対する指導、廃棄物処理施設
の維持管理に関する指導、不法投棄・不適正処
理の根絶のための広報啓発、違反行為の早期発
見・早期対応を実施しました。

カ　不適正処理の未然防止を強化するため、処理
に関するルールの周知徹底の講習会の実施や、
財政的基盤の脆弱性からの不適正事案を早期に
抑止するための財務状況の把握等の事業者への
指導強化事業を実施しました。

キ　廃棄物の３Ｒのうち、最も優先的に取り組む
べき「発生抑制」に関して、「みやぎレジ袋使用
削減取組協定」を締結し、住民・小売業者・行
政の3者の協働による取組を行いました。

④　平成２０年度点検評価結果を踏まえた課題
計画の基本目標の現況値は前年度より向上して

いるものも見られますが、一般廃棄物リサイクル
率及び産業廃棄物リサイクル率は前年度を下回る
結果となりました。
施策は順調に実施されていると思われますが、

廃棄物に関する指標値は経済動向を反映し変化し
やすいことから、引続きその動きを注視していく
必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
計画の基本理念及び基本方針に基づき、より有

効な手段を組み合わせて施策を展開していく必要
があります。
ア　地域からの循環型社会の形成促進を図るた
め、各広報媒体での普及啓発や県民大学を活用
した環境教育の充実、３Ｒ推進連絡会議開催等
による各主体の連携の強化、施設整備等への支
援による環境・リサイクル産業の育成・振興、
環境物品の認定によるグリーン購入の促進、法
制度の周知・指導により各種リサイクル法の適
切な運用を進めます。

イ　一般廃棄物の３Ｒを推進するため、３Ｒに有
効な情報提供など一般廃棄物の処理責任を負う
市町村等の取組への支援や、マイバッグキャン
ペーンの実施など市町村等と連携した各種事業
を展開します。

ウ　産業廃棄物の３Ｒを推進するため、資源循環
コーディネーターによる情報提供・助言、地域
単位での連携強化やリサイクル事業者の情報提
供などを通して産業廃棄物の排出事業者や産業
廃棄物処理業者に対し、３Ｒ推進の施策を一層
進めます。

エ　廃棄物の適正処理を推進するため、一般廃棄
物処理施設の計画的な整備、災害廃棄物への対
応、産業廃棄物処理施設の維持管理等に対する
指導強化、特別管理産業廃棄物等の適正処理の
推進、不法投棄・不適正処理の根絶などの施策
を展開していきます。

　実績値年度の目標値
１１，１７２１１，９８９排出量               （千t/年）
２９．９３０．７リサイクル率　　（％）
　１．９　２．２最終処分率　　　（％）

○産業廃棄物

（千ｔ/年）
■排出量

H16 H17 H18 H19
11,000

12,000

11,500

12,500

12,114

11,180 11,17211,192

（年度）

（%）
■最終処分率

H16 H17 H18 H19
1.5

2.0

2.5

2.4

2.1

1.9 1.9

（年度）

（%）
■リサイクル率

H16 H17 H18 H19
29.0

31.0

30.0

32.0

29.3

30.2

31.3

29.9

（年度）
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第１部　総　　説

１　基本方針の概要
①　基本方針の位置付け及び役割
宮城県自然環境保全基本方針は、知事が、自然

環境保全条例に基づき、本県の自然環境の保全を
図るための基本方針として定めているものであ
り、宮城県環境基本計画の自然環境保全部門の基
本方針として、本県の自然環境保全に関する施策
を長期的展望に立って総合的、計画的に推進する
ための中長期的な運営指針としての役割を果たし
ています。
②　施策展開の考え方
施策展開の基本的方向性を示すものとして、同

方針において、「健全な生態系の保全と生態系
ネットワークの形成（場の確保）」「生物多様性の
保全と自然環境の再生（質の確保）」「豊かな自然
環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり（主体の確
保）」の３つの基本目標を掲げ、それぞれについ
て、各種計画・事業により実現を図っていきます。

２　平成２０年度における点検評価結果
①　基本方針における基本目標
｢健全な生態系の保全と生態系ネットワークの

形成（場の確保）」「生物多様性の保全と自然環境
の再生（質の確保）」「豊かな自然環境を次世代に
引き継ぐ基盤づくり（主体の確保）」を目標とし、
数値目標として、「場の確保」に関する｢豊かな自
然環境の保護・保全を目的とした指定地域の県土
面積に占める割合」を平成２７年度に、現状維持の
２６%とすることとしています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成20年度には、「豊かな自然環境の保護・保全

を目的とした指定地域の県土面積に占める割合」
は約26%となっており、目標を達成している状況
にあります。

～宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画～

５　豊かな自然環境の保全

２０１９１８１７１６１５１４平成１３年
１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９自然公園面積
７，８１７７，８１７７，８１７７，８１５７，８１５７，８１５７，８１５７，８１５自然環境保全地域面積
１０，１０１１０，１０１１０，０９２１０，０９２１０，０９２１０，０９２１０，０９２１０，０９２緑地環境保全地域面積
１８９，１１７１８９，１１７１８９，１０８１８９，１０６１８９，１０６１８９，１０６１８９，１０６１８９，１０６合　　計（Ａ）
７２８，５７３７２８，５７３７２８，５７３７２８，５６０７２８，５５３７２８，５３０７２８，５２７７２８，５１６県土面積（Ｂ）

２５．９６２５．９６２５．９６２５．９６２５．９６２５．９６２５．９６２５．９６Ａ／Ｂ（％）

■県土面積に占める割合の変遷

③　平成２０年度に講じた施策
ア　健全な生態系の保全とネットワークの形成
（場の確保）を目指した取組
煙｢自然環境保全対策の推進｣として、金華山島
の原生的な植生復元対策事業を実施しまし
た。
煙｢豊かなみどり空間の保全・創出｣として、市
町村やNPO等が参加者を募り、ボランティア
による里山林及び森林公園の整備を進めまし
た。

イ　生物多様性の保全と自然環境の再生（質の確
保）を目指した取組　
煙鳥獣の保護繁殖を図り、また傷病野生鳥獣の
保護から野生復帰までの一貫した救護システ
ムの構築を図るとともに、鳥獣保護区等の整

備による野生生物保護対策を推進しました。
煙｢自然環境保全・再生の推進｣に向けて、蒲生
干潟自然再生推進事業の中で干潟砂浜修復実
施計画に基づく自然再生施設整備に着手しま
した。
また、伊豆沼・内沼自然再生推進事業では、

自然再生協議会を設立し、自然再生全体構想
案を策定しました。

ウ　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づく
り（主体の確保）を目指した取組
煙山岳指導員による自然保護思想等の普及啓発
や，森林空間を利用した体験学習等の指導者
として森林インストラクターの育成事業を実
施しました。

面積単位：ha
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第２章　環境基本計画の進捗状況

④　平成２０年度点検評価を踏まえた課題
豊かな自然環境の保護・保全を目的とした地域

の指定地域を拡大するには、土地の買い上げ等の
財政支出が必要なこともあり継続的に面積を拡大
していくことは困難です。また、新たな指定を行
うに当たっては土地所有者等関係者との調整が難
しい場合もあります。さらには、経済活動の拡大
に伴う開発行為による指定解除の経済的圧力も存
在します。
そのような状況の中で、現在の指定面積を確保

しつつ県民が自然環境の豊かさを実感できるよう
な施策を実施していく必要があります。
このほか、平成20年６月に発生した岩手・宮城

内陸地震の影響により、平成20年度事業が実施で
きなかった「栗駒山自然景観保全修復事業」につ
いては、地震による影響を的確に把握し、事業を
実施していく必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
宮城県自然環境保全基本方針に掲げる３つの基

本目標（施策の基本的事項）は、それぞれ相乗補
完的な関係にあり、その実現に向け、いずれかを
突出して推進するのではなく、今後もそれぞれに
ついて長期的、継続的に推進を図っていきます。
ア　健全な生態系の保全とネットワークの形成
（場の確保）
煙自然保護対策の推進
自然公園、県自然環境保全地域及び緑地環

境保全地域の開発行為などについて、自然公
園法等に基づく適切な指導を行い、優れた自
然環境の保全と適正な利用を図ります。ま
た、南三陸金華山国定公園内の金華山島や栗
駒国定公園内の栗駒山の雪田植生地等、特に
優れた自然環境を有する地域の保全対策を継
続していきます。
煙豊かなみどり空間の保全・創出
市町村の公共施設などへの植樹を通じて、

身近なみどり空間の保全・創出を図ります。
また、民間企業、NPO団体及び県民との協働
による里山等の整備・再生活動を支援すると

ともに、県民が豊かな自然とのふれあいの場
の創造に向け、NPO団体による利活用等を含
め、県有財産の保全・有効利用を図ります。
さらに、林地開発行為及び大規模開発行為

について、法令等に基づき適切な指導、監督
を行い、みどり空間を保全します。

イ　生物多様性の保全と自然環境の再生（質の確
保）
煙野生生物保護対策の推進
第10次鳥獣保護事業計画に基づき、鳥獣保

護区、休猟区等の指定を行うとともに、鳥獣
保護思想の普及啓発を図るため、愛鳥週間関
連行事、保護から野生復帰までの一貫したシ
ステムによる野生鳥獣救護等を行います。
また、鳥獣の生息状況調査を実施するとと

もに、特定鳥獣保護管理計画の策定等により
保護管理事業を実施します。
さらに、レッドデータブックを改訂し、希

少野生動植物の保護及び生息環境の保全を目
指します。
煙自然環境保全・再生の推進
ラムサール条約登録湿地である伊豆沼・内

沼及び野鳥の渡りの中継地、繁殖地である蒲
生干潟について、関係者で組織された自然再
生協議会で事業内容を検討し、自然再生事業
を推進します。

ウ　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づく
り（主体の確保）
森林環境教育の指導者（宮城県森林インスト

ラクター）の養成を進めるとともに、自然保護
思想の普及啓発を図るため、自然とふれあう機
会の提供や森林とふれあう活動に対する支援な
どの事業を実施します。
また、自然環境学習の拠点施設となる伊豆

沼・内沼サンクチュアリセンター及び蔵王野鳥
の森自然観察センター並びに森林レクリエー
ション及び憩いの場として、県民の森、昭和万
葉の森及びこもれびの森の運営管理を行いま
す。
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第１部　総　　説

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
　宮城県水循環保全基本計画は「ふるさと宮城の
水循環保全条例」に基づき策定されたものであり、
宮城県環境基本計画の重点プログラム「健全な水
循環の確保」に関する個別計画として位置付けら
れています。
②　施策展開の考え方
　宮城県水循環保全基本計画に基づき、流域ごと
の特性を考慮した流域水循環計画を策定し、民間
団体等と連携して推進することにより、健全な水
循環の保全を図ります。
　流域水循環計画は、健全な水循環を構成する要
素の総合評価が低い流域から順に策定することと
しており、鳴瀬川流域、北上川流域、名取川流域、南
三陸海岸流域、阿武隈川流域の順で策定します。
　また、施策を効果的に実施するために、流域全
体を視野に入れた「流れの視点」から計画を策定
していくこととしています。
ア　施策の連携（一つの要素に対して効果のある
複数の施策を連携させる。）

イ　上流域と下流域連携（流域内の山間部、農村
部及び都市郊外部、都市部のそれぞれの地域が
連携する。）

ウ　各計画主体間の協働（施策の円滑な推進に向
けて、県民、民間団体・NPO法人、事業者、行
政機関等が互いに連携を図る。）

③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２０年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
｢健全な水循環を保全する｣ことを目標に、｢清
らかな流れ｣「豊かな流れ」「安全な流れ」「豊かな
生態系」をそれぞれ１０点満点とした場合、県全体
で、それぞれの現況値（順に、７．５、７．６、６．４、６．５）
を維持することとしています。
また、県内を５つの流域に区分し、各流域ごと

にその地域特性を考慮しながら、各指標現況値を
維持することを目標としています。

ア　清らかな流れ
　　水質環境基準点におけるBOD、COD、　全窒
素及び全りんに係る水質環境基準達成度で表す
指標で、全ての地点で達成した場合１０点となり
ます。

イ　豊かな流れ
　　地下水 涵養 量（森林の涵養割合との

かんよう

 乖離 ）、河
かいり

川の利水量で表す指標で、全ての地域において
森林程度の涵養量があり、かつ、河川からの利
水量がない場合１０点となります。

ウ　安全な流れ
　　河川整備率（整備済区間、整備不要区間及び
安全率達成区間の延長割合）で表す指標で、全
ての河川延長において安全率を達成した場合１０
点となります。

エ　豊かな生態系
　　植物自然充実度、河川生物生息環境指標で表
すもので、全ての地域で自然豊かな森林を形成
し、かつ、全ての河川延長において水生生物の
生息環境が整っている場合１０点となります。

②　数値目標に係る指標値の状況
平成２０年度の管理指標（平成２０年度実績）の状

況をみると、｢清らかな流れ｣は７．２、｢安全な流れ
｣は６．５と平成１９年度現況値（｢清らかな流れ｣７．６、
｢安全な流れ｣６．５）に対し、低下～横ばいになって
います。
なお、｢豊かな流れ｣と｢豊かな生態系｣の指標値

の算出データは、毎年度更新されるものではない
ため平成２０年度実績は算出していません。
③　平成２０年度に講じた施策
県内５流域のうち、健全な水循環を構成する要

素の総合評価が最も低かった鳴瀬川流域の水循環
における課題を踏まえ、健全な水環境の保全を図
るため「鳴瀬川流域水循環計画」を策定しました。
当該計画では、鳴瀬川流域の地域住民と環境、

治水、利水等にかかわるNPO法人や民間企業、関
係行政機関等が流域の健全な水循環についての認
識を共有し、公平な役割分担のもと、互いに連携・
協働を図り、「流れの視点」による取組が推進され

～宮城県水循環保全基本計画及び流域水循環計画～

７　健全な水循環の確保
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第２章　環境基本計画の進捗状況

るよう配慮し、流域全体を視野に入れた持続的に
水循環保全活動が展開するような施策・取組を行
うこととしました。
④　平成２０年度点検評価を踏まえた課題
各々の流域の特徴を踏まえ、具体的な施策・取

組をできる限り盛り込んだ計画を策定し、計画に
沿って持続的な水循環保全活動が図られるよう進
行管理を行う必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
平成２０年度に策定した「鳴瀬川流域水循環計画」

の進行管理を図っていきます。
また、平成２２年度までに、北上川流域及び名取

川流域の水循環計画を策定し、平成２５年度までに
全ての流域水循環計画を策定する予定としていま
す。
これまでの水環境に関する施策は、水に関する

課題について、環境、治水、利水などの限定した
側面を捉えて解決を図る「場の視点」からの取組
を実施してきましたが、流域水循環計画では、流
域全体を捉えた「流れの視点」から、上流域と下
流域の連携並びに流域の住民、事業者、民間団体・
NPO法人、行政機関等の各主体間の協働を重視し
た具体的な目標と施策を示し、各流域の健全な水
循環の保全に向けた取組を推進していきます。

鳴瀬川流域の健全な水循環の保全

鳴瀬川流域水循環計画における施策及び方向性
～鳴瀬川流域水循環計画の目指すべき将来像～

流域全体を視野に入れた多様な水循環保全活動の展開

鳴瀬川流域
水循環計画推進会議

【事務局  宮城県】

活動支援 施策への反映
・会議出席
・意見具申

・公共用水域水質測定計画
・水生生物に係る環境基準類型指定
・宮城県自然環境保全基本方針
・みやぎ食と農の県民条例基本計画
・みやぎ農業農村整備基本計画
・森林計画（国有林，民有林）
・みやぎ森林・林業の将来ビジョン
・河川整備計画
・生活排水処理基本構想
・くろかわ地域循環圏創造推進事業
・松島湾水質浄化対策事業

◆水質，自然，農業，林業，河川など

○関係者・関係行政機関間の意見交換
○水循環に係る施策の評価・点検
○新たな施策の提言等

NPO法人

事業者 民間団体

水環境にかかわる
取組の推進，連携

水環境の保全に配慮した
各種計画・施策の推進

関
係
団
体

関
係
行
政
機
関（
国
・
県
・
市
町
村
）

連携・協働

活動支援




